
一般： 県政モニターアンケート結果（平成15年7月実施）
職員： 県職員アンケート結果（平成15年9月実施）

問４ 現在は国の出先機関が実施している次の行政サービスのうち、県が実施した方が望ましいと
思われるものは何ですか。（回答はいくつでも）

一般　Ｎ＝475人
　　　　Ｍ.Ｔ.＝352.0％
職員　Ｎ＝305人
　　　　Ｍ.Ｔ.＝327.2％

10　県政モニターアンケート及び職員アンケート調査比較表
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労働災害の防止、職業紹介・指導、雇用保険
　　　に関すること（厚生労働省　愛知労働局）

鉄道、バス、タクシー、トラックの許認可や
安全・サービス、地域交通計画に関すること
　　　　　　　　　　（国土交通省　中部運輸局）

木曽川、豊川などの大規模河川や、国道１号線、
２３号線など幹線道路の建設、管理に関すること
　　　　　　　　　　（国土交通省　中部地方整備局）

土地や建物の登記、供託、公証に関すること
　　　　　　　　　　　　（法務省　名古屋法務局）

公衆衛生上重大な緊急事態への対処、
　　医師・歯科医師の資格に関すること
　（厚生労働省　東海北陸地方厚生局）

商工会議所の設立認可、ガソリンスタ
ンド登録、ガス料金認可に関すること
　　　（経済産業省　中部経済産業局）

大規模な土地改良事業の実施、４ヘクタール
　　　　を超える農地転用の許可に関すること
　　　　　　　　　　　（農林水産省　東海農政局）

ケーブルテレビ・無線局の許可・検査、不法
無線局の取締りなど電波監視に関すること
　　　　　　　　　　（総務省　東海総合通信局）

郵便、郵便貯金、簡易保険に関すること
　　　（総務省　日本郵政公社東海支社）

外国人出入国、難民の認定に関すること
　　　　　　　（法務省　名古屋入国管理局）

特にない

無回答

一般 職員

　一般、職員とも、「労働災害の防止、職業紹介・指導、雇用保険に関すること」又は「鉄道、バス、タク

シー、トラックの許認可や安全・サービス、地域交通計画に関すること」など、比較的生活に密着した分野を

県が実施することを望んでいるが、総じて、各項目とも、職員より一般の方がその割合が高くなっている。

　ただし、職員は、「現在の県での実施」という点を念頭に置き回答をしているものとみられることから、その

実現可能性をも考慮し、「木曽川、豊川などの大規模河川や、国道１号線、２３号線など幹線道路の建設、

管理に関すること」は一般よりも低く、逆に「商工会議所の設立認可、ガソリンスタンド登録、ガス料金認可

に関すること」や「大規模な土地改良事業の実施、４ヘクタールを超える農地転用の許可に関すること」は

一般よりも高くなっているものと考えられる。

(34)



問７ 市町村の合併が進んだ後に、次のステップとして、都道府県を統合・合併する必要があるとの
意見があります。これについて、あなたの考えに近いものは何ですか。（回答は１つ）

一般　Ｎ＝475人
職員　Ｎ＝305人

問９ 仮に道州制や連邦制を導入する場合に、現在の県を中間的な団体として残すことについて、
あなたはどうお考えになりますか。（回答は１つ）

一般　Ｎ＝475人
職員　Ｎ＝305人
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望ましいと感じる

具体的な内容の検討を進めるべきである

都道府県は今のままでよい
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県を存続させ、道州（連邦）－県－市町村の三層制が望ましい

県を廃止し、道州（連邦）－市町村の二層制が望ましい

わからない

無回答

　一般は、「都道府県は今のままでよい」との回答が59.2％を占めるのに対し、職員は、「望ましいと感じ

る」、「具体的な内容の検討を進めるべきである」と答えた人の割合が合わせて65.6％となっている。

　これは、住民に都道府県の存在が相当程度定着していることを裏付ける一方で、職員の分権時代におけ

る県の在り方に対する意識の高さがうかがわれる結果となっている。
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　一般は、道州制や連邦制を導入した場合でも「県を存続させ、道州（連邦）－県－市町村の三層制が望ま

しい」と答えた人が44.6％と最も多い。

　一方、職員は、「県を廃止し、道州（連邦）－市町村の二層制が望ましい」と答えた人が74.1％と最も高い。

　これらは、問７の回答と同様の傾向を示すものである。

0.4

(35)


